
平成 25年度第１回 酒田市子ども・子育て会議 

 

日時：平成 25年 11月 7日（木）午前 10時～ 

場所：酒田市民会館希望ホール 小ホール 

 

会 議 次 第 

 

委嘱状交付 

 

１．開会 

 

２．あいさつ 

 

３．委員紹介 

 

４．議  事 

（１）子ども・子育て会議の運営について・・・【資料 1】 

・会長及び副会長の互選について 

（２）酒田市子ども・子育て会議への諮問について・・・【資料 2】 

（３）子ども・子育て支援新制度の概要等について・・・【資料 3】【資料 4】 

  ・会議の位置づけ 

  ・子ども・子育て支援新制度の概要 

  ・酒田市の子ども・子育て支援事業の現状 

（４）ニーズ調査の回収率について・・・【資料 5】 

（５）子ども・子育て支援新制度施行に向けたスケジュールについて 

・・・【資料 6】 

（６）その他 

 

５．閉  会 

 

【 配布資料 】 

資料１  酒田市子ども・子育て会議条例 

資料２  酒田市子ども・子育て支援事業計画の策定について（諮問） 

資料３  子ども・子育て支援新制度について 

資料４  酒田市の子ども・子育て支援事業の現状 

資料５  ニーズ調査の回収率について 

資料６  子ども・子育て支援新制度施行に向けたスケジュールについて 

別添１  子ども・子育て関連３法について（国の資料） 

別添２  酒田市子ども・子育て支援事業計画に係るニーズ調査票（就学前児童保護者 

用、小学生保護者用） 
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○酒田市子ども・子育て会議条例 

（平成２５年９月２０日条例第３８号） 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」という。）

第７７条第１項の規定に基づき、酒田市子ども・子育て会議（以下「子ど

も・子育て会議」という。）を置く。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語は、法において使用する用語の例によ

る。 

（所掌事務） 

第３条 子ども・子育て会議は、次に掲げる事務を処理するものとする。 

(1) 法第７７条第１項各号に規定する事項を処理すること。 

(2) 酒田市子育て支援行動計画の推進並びに進捗状況の点検及び評価に関す

ること。 

（組織） 

第４条 子ども・子育て会議は、委員２０人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 子どもの保護者 

 (2) 子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 

(3) 子ども・子育て支援に関し学識経験のある者 

 (4) その他市長が必要と認める者 

３ 委員には、公募による市民を含めることを原則とする。 

（任期） 

第５条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠

の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第６条 子ども・子育て会議に会長及び副会長各１人を置き、委員の互選によ

りこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、子ども・子育て会議を代表し、会議の議長となる。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

（会議） 

第７条 子ども・子育て会議の会議は、会長が招集する。ただし、会長及び副

会長が選出されていないときは、市長が招集する。 

資料１ 



２ 子ども・子育て会議は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くこと

ができない。 

３ 子ども・子育て会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否

同数のときは会長の決するところによる。 

（部会） 

第８条  子ども・子育て会議に、部会を置くことができる。 

２  部会は、会長が指名する委員をもって組織する。 

３  部会に部会長を置き、会長が指名する。 

４  部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、会長が指名する部

会の委員が、その職務を代理する。 

５  第６条第２項の規定は部会長の職務について、前条（第１項ただし書を除

く。）の規定は部会の会議について、それぞれ準用する。この場合において、

第６条第２項並びに前条第１項本文及び第３項中「会長」とあるのは「部会

長」と、第６条第２項及び前条中「子ども・子育て会議」とあるのは「部会」

と、前条第２項及び第３項中「委員」とあるのは「部会の委員」と読み替え

るものとする。 

（関係者の出席等） 

第９条 会長は、子ども・子育て会議において必要があると認めるときは、関

係者の出席を求めてその意見若しくは説明を聴き、又は関係者から必要な資

料の提出を求めることができる。 

（庶務） 

第１０条 子ども・子育て会議の庶務は、健康福祉部において行う。 

（委任） 

第１１条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２５年１０月１日から施行する。ただし、次項の規定は、 

公布の日から施行する。 

（準備行為） 

２  委員の委嘱のための手続その他のこの条例を施行するために必要な準備行

為は、この条例の施行前においても行うことができる。 



酒子発第７３８号 

平成２５年１１月７日 

 

 

 酒田市子ども・子育て会議会長 様 

 

 

 

酒田市長 本 間 正 巳   

 

 

 

酒田市子ども・子育て支援事業計画の策定について（諮問） 

 

 

 

酒田市子ども・子育て会議条例第３条に基づき、下記の事項について、貴会

議に諮問します。 

 

記 

 

酒田市子ども・子育て支援事業計画の策定について 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料２ 



 

諮問の趣旨 

 

 本市では、本市で生活をし、家庭を築き、子どもを産み育てやすい環境づく

りをめざして、「酒田市子育て支援行動計画（後期計画）」（平成２２年３月策定）

に基づき、次代を担う子どもたちが健やかに生まれ育つための様々な施策を推

進しています。 

 このような中、国においては、急速な少子化の進行や家庭及び地域を取り巻

く環境の変化を踏まえ、平成２４年８月に、幼児期の学校教育・保育の総合的

な提供、保育の量的拡大、地域の子ども子育て支援の充実を趣旨とする子ども・

子育て関連３法を制定しました。 

 これらの法に基づき平成２７年４月から施行される新たな制度では、認定こ

ども園・幼稚園・保育所に対する共通の給付である「施設型給付」により、幼

児期の学校教育・保育に係る財政措置の一本化が図られるほか、小規模保育な

どの「地域型保育給付」が創設されています。 

子ども・子育て支援法においては、市町村は、この新たな制度の実施主体と

しての役割を担い、地域の子育てに関するニーズや実情を把握するとともに、

それに対応した質の高い教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業を提供し

ていくことが求められています。 

 こうしたことから、本市の地域の実情に応じた子ども・子育て支援事業計画

の策定に関し、子ども・子育て支援に携わる当事者としての観点、また、専門

的な観点からご審議いただきたく、酒田市子ども・子育て会議に意見を求める

ものです。 



 

 

 

 

 

 

 

 

人 数：２０人以内 

任 期：２年 

委 員：①子どもの保護者 ②子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 

      ③子ども・子育て支援に関し学識経験のある者 ④その他市長が必要と認める者 

【所掌事務】 

  ① 特定教育・保育施設（認定こども園、幼稚園、保育所）の利用定員の設定 

  ② 特定地域型保育事業（小規模保育、家庭的保育等）の利用定員の設定 

  ③ 市子ども・子育て支援事業計画の策定・変更に対する意見 

  ④ 子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し必要な事項 

    及び当該施策の実施状況の調査審議 

  ⑤ 酒田市子育て支援行動計画の推進並びに進捗状況の点検及び評価（市独自） 

 
 

1 子ども・子育て支援法 
 ○認定こども園、幼稚園、保育所等への共通の給付（「施設型給付」） 

及び小規模保育等への給付（「地域型保育給付」）の創設 
 ○地域の実情に応じた子ども・子育て支援の充実 
  
2 認定こども園法の一部を改正する法律 

   幼保連携型認定こども園の認可・指導監督の一本化 
 
3 関係法律整備法 

児童福祉法など５５の関係法律について整備 
 

これらの法律

は、一部を除き、 

早ければ、平成

２７年４月施行

予定 

◆ 子ども・子育て支援事業計画  
  ○ 子ども・子育て支援法第６１条第１項により策定義務 
   ⇒ 国の基本指針に即して、5年を1期とする教育・保育及び地域子ども・子

育て支援事業の提供体制の確保等に関する計画を策定 

◆ 子ども・子育て会議の設置 
○ 子ども・子育て支援法第77条第１項により設置（努力義務） 

    「酒田市子ども・子育て会議」を設置（9 月議会条例可決 10 月 1 日施行） 

意見・審議 

子ども・子育て関連 3法公布（H24.8.22） 

子ども・子育て支援の新たな仕組みの創設 

子ども・子育て支援新制度 

 

子ども・子育て支援事業計画 

 

子ども・子育て会議 

 

 

  

1. 教育・保育提供区域の設定 

2. 幼児期の学校教育・保育の量の見込み、実施しようとする幼児期の学校教育・保育の 

提供体制の確保の内容及びその実施時期 

3. 地域子ども・子育て支援事業の量の見込み、実施しようとする地域子ども・子育て支援

事業の提供体制の確保の内容及びその実施時期 

4. 幼児期の学校教育・保育の一体的提供及び当該学校教育・保育の推進に関する体制の確

保の内容 

 

 

1. 産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設（認定こども園、幼稚園、 

  保育所）等の円滑な利用の確保 

2. 子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する県が行う施策との連携 

3. 労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境 

  の整備に関する施策との連携 

必須記載事項 

任意記載事項 

子ども・子育て支援にかかるニーズ調査 

酒田市子ども・子育て会議 

国の課題 

質の高い幼児期の 

学校教育、保育の提供 

の総合的な提供 

保育の量的拡大・確保、 

教育・保育の質的改善 

⇒ 待機児童の解消 

⇒ 地域の保育を支援 

地域の子ども・子育て支援充実 

国の現状 

○急速な少子化の進行 

○結婚・出産・子育ての希望がかなわない

現状 

○子ども・子育て支援が質・量ともに不足 

○子育ての孤立感と負担感の増加 

○深刻な待機児童問題 

○放課後児童クラブの不足「小１の壁」 

○子育て支援の制度・財源の縦割り 

○地域の実情に応じた提供対策が不十分 

※ 国の子ども・子育て会議 
   根 拠：子ども・子育て支援法第７２条により設置     

人 数：２５人以内 

   任 期：２年 

   委 員：子どもの保護者、都道府県知事、市町村長、事業主を代表する者、労働者を代表する

者、子ども・子育て支援に関する事業に従事する者、子ども・子育て支援に関し学識

経験のある者 

市が取り組むこと 

資料３ 



 

酒田市の子ども・子育て支援事業の現状 

人口の状況と推計 

  ○昭和 55年をピークに人口が減少している。また、少子高齢化が進行している。 

  ○平成 42年（2030年）には総人口が９万人を下回る見込みである。 

  ○世帯数は増加傾向にあり、1世帯あたりの人員数は減少している。

 

出典：平成 22年までは国勢調査、平成 27年からは国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別 

   将来推計人口』（平成 25年 3月）より 

 

人口動態 

  ○人口減少の要因として、転出数が転入数を上回る社会動態の減少よりも、死亡数が出生数を上回 

る自然動態の減少による影響の方が大きくなってきている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：酒田市統計 
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出生の状況 

  ○出生数は減少傾向で、平成２４年には７００人を下回った。 

 ○合計特殊出生率は横ばいで推移している。 

 

出典：出生数は酒田市統計、合計特殊出生率は山形県保険福祉統計年表より 

 

女性の就労の状況 

  ○25歳以上の就業率が増加している。特に 30～34歳、50～54歳の就業率は 10年間で 10ポイント 

以上の増加となっている。 

  ○全国平均に比べて、酒田市は 20歳以上の女性の就業率が 10ポイント程度高い。 

 

出典：国勢調査（各年 10月 1日） 
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就学前の子どもが育つ場所（平成 25年度） 

  ○3歳児以上の大部分が保育所又は幼稚園に入所している。 

  ○1歳～2歳児の半数は保育所に入所している。 

 

  出典：保育所利用者数（子育て支援課資料H25.5.1現在）、幼稚園修園児童数（教育委員会

管理課資料H25.5.1現在）、就学前児童数（住民基本台帳人口H25.4.30現在） 

 

保育所入所児童の動き（平成 24年度） 

  ○年度の途中に大きな変動があるのは 0歳児。 

  ○1歳～3歳児は年度内にわずかに増加、4～5歳はほぼ横ばいで推移している。 

 

  出典：保育所入所状況（平成 24年度・子育て支援課） 
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保育所・幼稚園の利用者数の推移（各年 5月 1日現在） 

  ○平成 22年に 3500人を下回り、それ以降は横ばいで推移している。 

  ○人口あたりの入所率は増えているが、出生数の減少により、入所数は減少することが予想される。 
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保育所と幼稚園について 

区 分 保 育 所 幼 稚 園 

施設の性格 

根 拠 法 令 

目  的 

児童福祉施設 

児童福祉法第 39条 

保護者が仕事、病気等、色々な事情で日

中子どもの保育ができない場合に、保護

者に代わって乳児または保育をするこ

と 

学校 

学校教育法第 22条 

適切な環境のもとに幼児期の特性を踏

まえ、心身の発達を助長すること 

【サービス内容】 

対象児童 

開設時間 

保育時間 

保育・教育内容 

 

0歳から就学前の保育にかける児童 

約３００日 

８時間を原則（延長保育、一時預かりを実施施設有） 

保育所保育指針（平成 20年厚生労働省告示） 

 

満３歳から就学前の幼児 

３９週以上（春夏休み有） 

４時間を標準（預かり保育を実施施設有） 

幼稚園教育要領（平成 10年文部省告示） 

【その他】 

利用手続き 

施 設 数 

（酒田市内） 

利用児童数 

（酒田市内） 

 

市町村と保護者の契約（入所希望を配慮） 

２９施設（平成 25年 4月 1日現在） 

 （公立 10施設、私立 19施設） 

２，３０５人（平成 25年 5月 1日現在） 

 （公立 735人、私立 1,570人） 

 

保護者と幼稚園設置者の契約 

７施設（平成 25年 4月 1日現在、私立のみ） 

 

８１５人（平成 25年 5月 1日） 

 

利用手続きと利用料の比較 

  ○保育所と幼稚園は、申込先・契約先が異なる 

  ○保育所と幼稚園は、利用料の設定・徴収が異なる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜利用手続き＞ 

利用者は、利用したい保育所（公私とも）

の希望を市に対して申し込む。 

 

 

 

 

 

＜利用料＞ 

市内の保育所（公私とも）について、市が

一律に利用料を設定し、市が徴収する。 

（利用者の所得に応じて階層あり） 

 

＜利用手続き＞ 

利用者は、利用したい幼稚園に対して直接

申し込む。 

 

 

 

 

 

＜利用料＞ 

各施設が利用料を設定し、各施設が徴収す

る。（利用者の所得に応じた階層はなく、原

則一律だが、助成制度がある） 

利用希望者 

市 

（保育所が申込

み受付代行可） 

申込み 

利用決定 

契約 

利用希望者 幼稚園 

申込み 

契約 

保育所 幼稚園 



 

認定こども園について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認可外保育施設について 

  ○保育所と同じ目的を持つが、認可を受けていない施設（児童福祉法第５９条の２に規定） 

   ただし、設置者は、都道府県知事に届出が必要（小規模な施設等は対象外。） 

   ※一般的には「無認可保育所」と呼ばれることがある。 

  ○無認可ではあるが、０歳からの児童を預かる施設であり、都道府県知事は認可外保育施設に対し 

   て、認可保育所に準じた基準に基づき、指導監督を行っている。 

 

酒田市内の認可外保育施設の状況（施設数は平成 25年 5月 1日現在、利用人数は平成 25年 4月 1日現在） 

    一般認可外保育施設 ４ヵ所（８２人） 

 

    事業所内保育施設  ３ヵ所（２７人） 

 

  ※事業所内保育所とは、企業などにおいて、その従業員の乳幼児を保育の対象とする施設 

 

 

 

 

 保育所等（認可外保育施設を含む）や幼稚園が以下の機能を備え、山形県の条例で定められた認定

基準を満たした場合に「認定こども園」として山形県から認定を受ける仕組み（類型が４つある。） 

 ①就学前の子どもに関して教育及び保育を一体的に提供（保育に欠ける子どもにも、欠けない子どもにも対応） 

 ②地域における子育て支援の実施（子育て相談や親子の集いの場の提供） 

 

認定こども園制度 

＜対象＞ 

０歳から就学前の児童 

＜利用手続き＞ 

利用者は、利用したい認定こども園に対して

申し込む。 

 

 

 

 

利用希望者 認定こども園 

申込み 

利用決定 

契約 

対象と利用手続き 

 

 

 

 

幼保連携型、保育所型に 

ついては、市が「保育に 

欠ける」子どもの認定を 

行う。 

市 

利用者の 

利用申込書 

を送付 

保育に欠

ける要件

の認定 

 

○幼保連携型 

  幼稚園と保育園の両方の認可を持つ。 

○幼稚園型 

  幼稚園の認可を持つ。 

○保育所型 

  保育所の認可を持つ。 

○地方裁量型 

  幼稚園と保育所ともに認可なし 

 

酒田市内には、平成 25年 4月 1日現在、 

幼保連携型が３ヵ所、保育所型が１ヵ所ある。 

 

利用児童数 １８３人（平成 25年 5月 1日） 

４つの分類 



地域子ども・子育て支援事業について 
 

子ども子育て支援法第 59 条に規定された事業 

 

・地域子育て支援拠点事業（酒田市児童センター、子育て支援センター、つどいの広場） 

・一時預かり事業 

・ファミリー・サポート・センター事業 

・病児・病後児保育事業 

・延長保育事業 

・放課後児童クラブ 

・乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 

・養育支援訪問事業、その他要支援児童、要保護児童等の支援に資する事業 

・子育て支援短期事業 

・利用者支援（新設） 

・実費徴収に係る補足給付を行う事業（新設） 

・多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業（新設） 

 

 

 



酒田市児童センター（親子ふれあいサロン） 
 

設置目的 子どもが安全で安心して遊べる場を提供すとともに、「あそびのおへや」等の事業の実施を通して、 

子育ての意義や楽しさを伝えることにより、子育てにかかる保護者の負担の軽減を図る。 

また、関係機関と連携・調整しながら子育て支援の拠点としての役割を果たす。 

 

 

○施設の概要（中町３丁目４－５ 交流ひろば） 

  昭和 57 年開設 

  平成 18 年 3 月 酒田市交流ひろばに移転 

 

  ・親子ふれあいサロン１（小学生までの児童・親子が利用可）284 ㎡ 

・親子ふれあいサロン２（就学前児童・親子が利用可）84 ㎡ 

利用料：無料 

９：00～17：00（休館日 12/29～1/3） 

 

○実施事業 

・幼児や保護者を対象 

「あそびのおへや」、「つくってみよう」、「おはなしひろば」、 

「食育講座」、「おおきくな～れ」 

   ・小学生を対象 

  「わんぱく広場」 

・乳幼児を対象 

「食育講座」、「おはなしひろば」、「おおきくな～れ」 

 

  ○実績（平成 24 年度） 

利用者数 49,409 人（児童 5,451 人、幼児 21,862 人、大人 20,393 人、団体 1,703 人） 

相談件数 339 件 

親子ふれあいサロン１           

平成 23 年度にクライミングウォールを設置し、

遊びの場の充実を図った。 



 

子 育 て 支 援 セ ン タ ー 
 

設置目的 核家族化や地域の子育て支援機能の低下などを背景として、子育てに関する悩みやストレスによる 

育児負担が増加している。こうした中で子育て支援センターは育児に不安を抱える保護者からの相談に応じ、 

必要な助言・指導を行うとともに、親子の触れ合いや交流機会をの提供し、育児サークルの育成支援などを行う。 

 

 

○施設の概要 

施 設 名 所 在 地 併設保育園 開  設 

酒田子育て支援センター 住吉町 10－25 松陵保育園 平成 13 年 11 月 

八幡子育て支援センター 麓字上川原 35 八幡保育園 平成 15 年 12 月 

松山子育て支援センター 字山田 20－1 松山保育園 平成 15 年 4 月 

平田子育て支援センター 飛鳥字堂之後 75 平田保育園 平成 15 年 4 月 

西荒瀬子育て支援センター 宮海字新林 661 西荒瀬保育園 平成 16 年 4 月 

 

○事業内容 

 ・育児相談の実施 

 ・交流支援（子育てに関する活動場所の提供、子育てサークル交流会、図書・ビデオ・遊具等の貸し出し 等） 

 ・育児講座・講演会の開催 

 

 

○実績（平成 24 年度） 

  育児相談件数 1,017 件 

利用者数  14,923 人 

  



 

つ ど い の 広 場 
 

 

設置目的 より身近なところで乳幼児を持つ親と子どもが気軽に集い交流する場を提供し、また育児相談や 

子育て支援情報を提供することにより、子育ての負担の緩和を図る事業。 

 

 

○事業の概要 

     ・ 子育て親子の交流、つどいの場の提供 

     ・ 子育てアドバイザーを配置し育児の悩み相談 

     ・ 市の子育て関連情報提供 

     ・ 子育て支援などに関する講座の実施 

     ・ 一時預かり保育 

 

平成 17 年 8 月より商店街の空店舗を利用し事業を実施。 

ＮＰＯ法人に委託し、子育てに関する相談や情報提供、育児に関する講座などの事業を行っている。 

 

○実施主体 

  NPO 法人 にこっと（二番町 7－8） 

●利用対象者／就学前の乳幼児と保護者 ●開館時間／午前９時～午後５時 ●開館日／火曜日～日曜日 

●閉館日／月曜日、年末年始 ●利用料金／無料 

 

○実績（平成 24 年度） 

育児相談件数  380 件 

利用者数  10,099 人 



 

一 時 預 か り 事 業 
 

 

設置目的 家庭において保育を受けることが一時的に困難になった乳幼児または幼児について、主に昼間、 

保育所やその他の場所で一時的に預かる事業。 

 

 

○実施主体 … 市町村または社会福祉法人、NPO 法人 

○実施場所 … 保育所、地域子育て支援拠点、その他の利便性の高い場所等で実施。 

○対  象 

おおむね生後６か月（つどいの広場は３ケ月）から就学前までの子どもを対象に、下記の事情により家庭での 

保育が一時的に困難になった場合 

 ①保護者の労働、職業訓練、就学等により、家庭での保育が断続的に困難となる場合（非定型的保育） 

 ②保護者の傷病、入院、家族の看護・介護、冠婚葬祭、災害、事故等により、緊急に家庭での保育が 

  困難となる場合（緊急保育） 

 ③保護者の育児に伴う心理的、肉体的負担を軽減・解消するために必要な場合（私的理由保育） 

                      （※利用日数は②を除き、原則として 3 日程度を限度とする。） 

 

    ○実績（平成 24 年度） 

実施箇所数 ： 保育所 12 ヶ所  つどいの広場（NPO 法人にこっと に委託） 1 ヶ所 

延べ利用者数： 保育所 2,750 人  つどいの広場（NPO 法人にこっと に委託） 3,650 人 

             ※保育所の内訳 … 市立３園、法人立 9 園 



 

ファミリー・サポート・センター事業 
 

 

設置目的 乳幼児や小学生の子どもを有する子育て中の保護者で、子どもの預かりの援助を受けたい人と 

その援助を行いたい人が、それぞれ会員（依頼、協力、相互）となって、子育てを相互援助活動する事業。 

 

 

    酒田市では、平成９年に設立 

 

○相互援助活動の内容 

・保育施設までの送迎 

      ・保育施設の開始前、終了後、または学校の放課後、 

習い事前後の子どもの預かり 

      ・保護者の急用等の場合の子どもの預かり 

      ・冠婚葬祭、買い物等、外出の際の子どもの預かり 

      ・その他、会員の仕事や育児等のために必要な援助 

                            など 

 

    ○会員数（平成 24 年度末現在） 

       利用会員   380 人  

協力会員    91 人  

利用・協力会員 28 人 計 499 人 

 

    ○利用受付状況（平成 24 年度） 

1,288 件 

・依頼会員と協力会員の間で事前に時間や場所の打合せを行う。 

・子どもを預かる場合は原則協力会員の自宅で、宿泊は行わない。 

・子どもが病気の際は、預かりはできない（軽度・回復期除く） 



 

 

              病児・病後児保育所 

           （平田保育園、あきほ病児・病後児保育所） 

 

病児・病後児保育事業 
 

事業の目的 病気または病気の回復期で、集団保育が困難な子どもを専用施設で一時的に預かり、仕事と子育ての 

両立を支援する事業。 

酒田市では平田保育園で病後児保育、あきほ病児・病後児保育所で病児・病後児保育を実施 

実施にあたっては、一定の施設整備のほか、看護師と保育士の配置が必要となる。 

 

 

○利用条件 

・市内に居住している生後３ヶ月から小学校３年生までの子ども 

・病気または病気の回復期で、入院治療は不要だが、保育所等での集団生活が困難な場合 

・保護者が仕事、病気、事故、出産、家族の看護又は介護及び冠婚葬祭等の理由により家庭での保育が困難な場合 

     ※利用時には、事前利用登録と医師への相談・診察が必要。期間は一日単位で、原則として連続７日以内の利用が可能 

 

○実施施設 

    ・あきほ病児・病後児保育所 

    （地方独立行政法人山形県・酒田市病院機構に委託） 

    ・平田保育園（病後児のみ対応） 

 

       利用時間 8：00～18：00 

        （日曜・祝日、12/29～1/3 休み） 

○実績（平成 24 年度） 

    ・あきほ病児・病後児保育所 

      利用実人数 77 名 延べ利用人数 304 人 

 

 ・平田保育園 

利用実人数   4 名 延べ利用人数   7 人 

実 施 施 設 

①事前登録・予約 

（登録は子育て支

援課または施設へ） 

生後３ヶ月から小学校３年生まで

の子どもがいる家庭 

②かかりつけ医師への相談 

（病児・病後保育が可能か相談 

  →「医師連絡票」への記載 

③利用申し込み、利用料の支払い 

 



延 長 保 育 事 業 
 

多様な就労形態や就労時間の延長などに対応するため、通常の保育時間から時間を延長して保育を行う事業。 

本市においては、認可保育園３３園の内、平成 24 年度は１８園で実施（25 年度に１か所増）。 

※開所時間が 11 時間を超えている園 

 

    ○実施状況 

７：００～１８：３０ 6 園（八幡保育園、松山保育園、西荒瀬保育園、十坂保育園、中平田保育園、上田保育園） 

７：００～１９：００ 7 園（浜田保育園、松陵保育園、亀ヶ崎保育園、小鳩保育園、アテネ乳児センター、 

木の実保育園、酒田双葉託児園） 

７：３０～１９：００ 3 園（平田保育園、酒田報恩会保育園、宮野浦保育園） 

７：１５～１９：００ 2 園（北新橋保育園、泉保育園） 

 

乳幼児全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 
 

新生児のいる家庭の訪問を実施（3 ヶ月健診前に導入） 

平成 18 年度より、全新生児及び産婦を訪問 

 

○事業内容 

   訪問員：保健師、在宅保健師、在宅助産師 

   ・子育てに関する情報提供 

   ・新生児及びその保護者の心身の状況、養育環境の把握 

   ・育児についての相談、助言 

○実績（平成 24 年度） 

新生児訪問数  663 件 （訪問実施率 96.4％） 

 

・訪問後、産後うつ等が認められ、今後フォローが 

必要と判断される場合は、地区担当保健師に報告、 

３ヶ月児健診で確認・フォローする。 

・発育状態の確認や発達等の経過を見ていく必要のあ

る場合は、保護者の育児不安軽減のため 

訪問指導を行う。 

・状況によって要支援を判断し、地域、関係機関と 

連携支援を行う。 



 

放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業） 
 

仕事と子育ての両立を支援するため、放課後の家庭保育に欠ける児童に対し、適切な遊びや生活の場を提供し、 

健全な育成を図る事業。 

平成 24 年度は市内 20 箇所に学童保育所を開設し、運営は各事業主体に委託（25 年度に 1 箇所増）。 

 

 

 

○実績（平成 24 年度） 

 学童保育所名 
在籍児童数

（年平均） 
 学童保育所名 

在籍児童数

（年平均） 

1 浜田学区学童保育所 53 人 11 新堀地区学童保育所 13 人 

2 若浜学区学童保育所 72 人 12 八幡地区学童保育所 31 人 

3 亀城・港南学区学童保育所 64 人 13 泉学区第１学童保育所 71 人 

4 松陵学区学童保育所 53 人 14 泉学区第２学童保育所 45 人 

5 富士見学区学童保育所 80 人 15 松原学区第１学童保育所 71 人 

6 宮野浦学区学童保育所 55 人 16 松原学区第２学童保育所 42 人 

7 琢成学区学童保育所 76 人 17 広野地区学童保育所 15 人 

8 十坂学区学童保育所 64 人 18 鳥海地区学童保育所 16 人 

9 西荒瀬学区学童保育所 19 人 19 浜中学区学童保育所 15 人 

10 南平田学童保育所 57 人 20 松山学童保育所 14 人 

                                 ※平成 25 年度 … 平田学区学童保育所 開設 

 

 



 

養育支援訪問事業（児童虐待防止対策事業） 
 

・酒田市要保護児童対策地域協議会を運営し、代表者会議・実務者・ケース検討会議を開催する。 

    ・子どもへの暴力防止教育プログラムとしてＣＡＰプログラムを導入し、小学校の児童及び保護者(地域の方)、 

教職員を対象としたワークショップを開催。 

    ・子育て不安や引きこもり、児童虐待等の家庭養育上の問題を抱える家庭に子ども家庭支援員を派遣する。 

 

  ○実績（平成 24 年度）   子ども家庭支援員の派遣 ５世帯 ３１回 

 

 

子 育 て 短 期 支 援 事 業 
 

保護者が社会的事由等で児童を一時的に養育できない場合や、保護者を配偶者からの暴力（ＤＶ）から守る必要 

がある場合に、児童福祉施設に一時的に保護する事業 

 

   ○実績（平成 24 年度）   利用件数 ２件 



ニーズ調査の回収率について

【施設別回収率】
回収部数 配布部数 回収率

市立保育園 476 599 79.5%
法人保育園 964 1,276 75.5%
認定こども園 120 137 87.6%
無認可・事業所内 45 87 51.7%
幼稚園 544 784 69.4%
はまなし学園 21 29 72.4%
酒田特別支援学校幼稚部 1 2 50.0%
幼稚園・保育所小計 2,171 2,914 74.5%

在宅 在宅保育 390 815 47.9%
市立小学校 3,616 4,262 84.8%
酒田特別支援学校小学部 14 29 48.3%
小学校小計 3,630 4,291 84.6%

6,191 8,020 77.2%

【調査票別回収率】

　参考　【調査票別回収率】（H20後期行動計画策定時）

幼稚園

保育所

小学校

合計

　９月に市内の子育て世帯を対象として、子ども・子育て支援事業計画策定に係る
ニーズ調査を実施している。（調査票は別紙のとおり）

施設

資料５ 

回収部数 配布部数 回収率
2,561 3,729 68.7%
3,630 4,291 84.6%
6,191 8,020 77.2%

就学前児童
就学児童
合計

回収部数 配布部数 回収率
3,022 4,000 75.6%
4,099 4,897 83.7%
7,121 8,897 80.0%

就学前児童
就学児童
合計



「子ども・子育て支援新制度」本格施行に向けたスケジュールイメージ

9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

市子ども・子育て会議

　庁内委員会 　　○事業計画素案 　　　　○パブコメ後の事業計画案の調整

■：国　　　○：市
■基本指針提示

○調査実施

　　　○回収、集計、分析
　　　　○量の見込み、市民ニーズの把握

　　　　■「量の見込みの集計の手引き」提示

　　　　○量の見込みの把握と確保方策の検討 ○量の見込みと確保方策の報告（国、県）

○利用定員の検討

■検討内容を随時ホームページで公開 　　　　　■認可基準に関する政省令

○（市内部で検討） ○基準案の検討
○条例案
パブコメ

○条例案決定 ○条例制定

支給認定・入所手続・利用調整 実施体制検討（事務処理、業務フロー）

■検討内容を随時ホームページで公開 　　　■公定価格骨格の提示 ■公定価格の確定

　　　○（市内部で検討） ○費用・利用者負担の検討 ○確定（条例制定）

　　　　　■事業の基準を定める省令・告示

○（市内部で検討） ○事業内容を検討

※１ 地域型保育事業 ①小規模保育（定員6～19人以下）、②家庭的保育（定員5人以
下）、③居宅訪問型保育、④事業所内保育

※2 地域子ども・子育て支援事業 ①利用者支援、②地域子育て支援拠点、③妊婦検診、④乳児家庭全戸訪問、⑤養育支援等、⑥子
育て短期支援、⑦ファミリーサポート事業、⑧一時預かり、⑨延長保育、⑩病児・病後児保育、⑪学
童保育、⑫実費徴収にかかる補足給付、⑬多様な主体の参入促進

○認可基準
　　【地域型保育事業】　※１
○運営基準【確認制度】
○支給認定基準
　　（保育の必要性の認定）
○学童保育の設備運営基準

○認定手続き
○入所申込、利用調整

費用・利用者負担の設定

地域子ども・子育て支援事業　※２ ○利用者の利用手続き
○事業者からの届出受理

平成25年度 平成26年度

事業計画策定

ニーズ調査

量の見込みと確保の方策

利用定員の設定

諮
問
 

会
議
 

会
議
 

会
議
 

会
議
 

会
議
 

会
議
 

会
議
 

○計画区域 

○量の見込みと確保の方策 

○計画記載事項の検討 

（基本方針、目標、取り組み内容） 

○計画素案 

 決定 

○計画素案 

 のパブコメ 

○計画案の 

 議会報告 

○計画を国県

に提出 

○後期行動計画の評価 ○庁内合意形成 
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